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「輸出拡大チーム」 ✕ 国・地域担当
■ 農林水産省輸出拡大チームでは、２１の国・地域にそれぞれ担当者を配置しています。
■ こちらのコーナーでは、輸出力強化戦略の各国情報に加え、国・地域担当者が、出張や現地ディストリビューター等

との意見交換を通して得られた情報をお伝えします！

香港

台湾

訪日客は年間300万人超であり、日式料理が
人気（ソース等必要品）であるほか、日本で人気の「美
容食や健康食」、「流行食（和牛等肉含）」等には強い
引き合い。また、農水産国だが南方系であり、北方系の
幸に高いニーズ。一方、価格面や輸入規制面、安全性や

流行性等、求められるハードルは非常に高い。

【市場の特性】
・ 平成29年度の台湾向けの農林水産物・食品の輸
出額（速報値）は、838億円。世界第４位の規模
を誇り、人口は約23百万人と少ないが、親日国で
あり高額輸出国の一つである。
・ 一方で、品目によっては、福島、茨城、栃木、群馬、
千葉について、輸入停止となっている。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 味覚として、濃い味付けを好み、日本と比較して料
理の味付けは甘い印象。
・ 「食」に高い安全性を求め、低価格志向をもつ。
・ 日本で流行しているモノに関して高い関心を示す。

【商流・商習慣】
・ 日本産品（本物）の消費は、贈答品が最大であり、
(春節、端午節、中秋節、週年慶等）の祝日に動
きが生じる。
・ 外食業界において、日系企業の進出は見られるもの
の、小売業界においては、日系企業の進出は限定的。
・ 資本関係にある同グループ内での商流完結が主流。

【市場の特性】
・ 平成29年度の香港向けの農林水産物・食品の輸
出額（速報値）は、1853億円と、日本からの輸出
先国第1位。
・ 品目によっては、福島について、輸入停止となってい
る。 関税も無税であるため輸入が容易。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食は米、麺類。一般的に甘い味を好み、酸っぱい
物は苦手。食事の時の飲酒は一般的ではない。
・ 中国からの輸入野菜などへの抵抗感もあるなど、食
の安全へのこだわりも高まっている。

【商流・商習慣】
・ 食品スーパーは、現地資本2グループ(Daily Farm
とA.S. Watson)が全体の7割以上を占め複占状態。
・ 春節、中秋節に食品の贈答用の需要が大きい。
（春節：水産乾物、果物等。中秋節：月餅、果物等）

香港からのLCCが日本各地に就航したこと等
から、香港人口734万人に対し年間約180万人が
訪日し、うち15％は年10回以上来訪。○○県産と
いった産地単位で購買判断をする消費者が拡大。全
体の金融資産100万米ドル（約１億円）以上を持
つ富裕層世帯が10％（21万世帯）あり、富裕層の
更なる深掘りと、アッパーミドル層の掘り起こしがカギ。
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【市場の特性】
・ 日本産品の多くが外食市場で消費。日本食の人気
が高まっており、日本食店（居酒屋含む）は増加。
・ 郷土料理や各地の日本酒への関心も高い。
原発事故の影響から日本産が避けられる傾向にある
が、菓子類などは数量が回復傾向。
・ 8県産の水産物が輸入停止となっている。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 米飯・麺類が主食。唐辛子を用いた料理が多い。
・ 保守的な嗜好で、消費者は昔からの定番商品を選
ぶ傾向。一般的ではない商品は十分なプロモーション
が必要。

【商流・商習慣】
・ 流通マージンが高い傾向。（日本酒の場合、卸売業
者のマージンが販売価格の20％程度、百貨店のマージン
が25%～35%）

韓国

【市場の特性】
・ 世界最大の人口を抱える巨大市場。中間層が増
加し、消費力も旺盛。
・ 10都県産の全ての食品・資料が輸入停止となって
いる。
・ 輸入規制により青果物は実質的に輸出できないが、
日本の水産物や加工食品、飲料などは、信頼性も高
い。
・ 日本産品の模倣品や商標侵害などへの対策も大き
な課題。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 地域によって味覚や嗜好に大きな違い。北京周辺
(華北地域）塩辛い味付け、広州周辺（華南地
域）はさっぱりした味が一般的。上海周辺（華東地
域）では濃い味、甘い味、内陸の中部地域では香
辛料の効いたものや辛い味が好まれる。

【商流・商習慣】
・ 輸入手続きに時間を要し、賞味期限が6ヶ月を切る
食品は流通上取扱い困難。
・ 春節、中春節等で食品のギフト（果物、菓子、酒
等）を贈る習慣がある。

中国

日本産ブランドを模倣した農産物の生産地といった
側面を有しており、主に青果物といった一次生産物の
ニーズは、競合品も多く、他国に比べて低い印象。
一方で、（模倣することができない）超高級品や

健康食品等は、ニーズが高まっており、
今後、市場拡大余地がある印象。

中国人はとにかく話好き。
口コミで噂が広まり、SNS等で取り上げられると爆発的
に売れる。なので、ただ「おいしい」「品質がよい」というだけ
ではなく、その商品に纏わるストーリーのようなものがあると
売りやすいし、人にも伝えやすいと言われている。

＊ストーリーとは：歴史、有名人の○○さんが食べた、
○○賞を受賞した、有名ホテルで使っている等。
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【市場の特性】
・ 一人当たりGDPは日本を上回る。男女共働き社会
で、可処分所得も高い。
・ 日本食材は、輸入全体に占めるシェアは低いが、安
全性や味などから、日常的に購入されている。
・ 日系の伊勢丹、高島屋、明治屋では、毎週のように
各自自体がイベントを開催し、競合。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 外食中心の食文化。
・ 塩辛い、酸っぱい、薄味、あっさり味は苦手な傾向。
・ 基本的に味付けが濃い、スパイシーなもの、甘いもの
を好む傾向。

【商流・商習慣】
・ 日本からの輸入には輸入ライセンスが必要だが、輸
入ライセンスの取得は容易で、輸入業者を経由せず
に食材を直接輸入する日本食レストランもある。

シンガポール

【市場の特性】
・ 多民族国家（人口の６割がマレー系）
・ ハラール商品の需要が高い。マレーシアのハラール認
証は政府の認証機関（JAKIM）が実施。同国の認
証はイスラム圏で高い評価。
・ 糖尿病など生活習慣病の増加が問題となっており、
健康食品も有望。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
• 主食は米。食文化にも民族構成が色濃く反映。マ
レー系は豚・アルコール飲料の摂取は禁忌。中華系
は、中華料理や飲茶等を基本。インド系は、牛肉は
食べられず、菜食主義者も多い。

• 甘いものや色彩が派手な食品が好まれる傾向。

【商流・商習慣】
• 日本からの商品は輸入業者を通して輸入され、その
後、輸入業者から小売店やレストランに販売される
のが一般的。

• 中華系向けなどにノンハラール商品の販売も可能。

マレーシア

比較的日本の商材は浸透してきており、中間層向け
商材の売込み、新規商材の浸透を目指したトレンド作り、
シンガポールをハブにASEAN内外への商流作りなど従来
の輸出販売の応用型が、今後重要性を増すか。

親日的な国であることに加え、2013年の
訪日ビザ取得義務廃止による訪日客数の増加や
高い経済成長率など、周辺環境が良好。

水産物や青果物、加工食品、牛肉など、さらなる需要
が見込める品目も多いが、商品の定着には、現地ニーズ

の把握と適切な価格設定が重要となる。
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ブルネイ

【市場の特性】
・ イスラム圏最大の人口。日インドネシア経済連携協
定の効果もあり、輸出は増加傾向。
・ 食料自給や輸出拡大のため保護主義的な動きが
強まっており、輸入規制の強化や不透明な運用が見
られる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 伝統的にコメが主食。国民の９割がイスラム教徒で
豚肉が禁忌。肉類消費の多くが鶏肉。
・ 日本と比較して味が濃い、または、強いものを好む。
味付けにとうがらしを多用する。甘いものはより甘く、辛
いものはより辛いものが好まれる。酸味はあまり得意で
はない。

【商流・商習慣】
・ 小売店では、賞味期限が残り３～４ヶ月となると、
置かれない場合が多い。また、日本からの輸送・輸入
手続きで国内配送までに1ヶ月を要することもある。こ
のため、輸入業者は、日本出港時点で賞味期限
10ヶ月未満の商品は取り扱いたがらない。

インドネシア

【市場の特性】
• ほとんどの食品を輸入に頼っており、国産でまかなえ
るのは鶏肉・鶏卵と一部のフルーツや野菜のみ。

• イスラム教が国教。人口の6割以上がイスラム教徒。
• ハラール認証の食品、レストランが中心（アルコール
類の公共の場での提供は禁止）。

• 物流などマレーシア、シンガポールに依存。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 甘い物、油の多い物を好む者が多く、食育の概念や
栄養バランスを考えた食事についての理解が低いこと
から、成人病（肥満、糖尿病）の羅患率も高い。
・ 娯楽が少なく、外食が大きな楽しみの一つ。日本食
も、特に富裕層、若年層の間で人気。

【商流・商習慣】
・ ブルネイへの輸出は、シンガポール経由で行われるこ
とが多い。
・ 加工食品はハラル認証（どの国から取得しても良
い）の取得が義務づけられている。

マーケットが小さいので、販売ロスを出さないために、
少量の輸入が可能か、賞味期限が長いかを輸入業者は
検討。ハラル認証の取得の有無もブルネイ輸入業者の
判断に影響。スーパーマーケットがブルネイ輸入業者に要
求する陳列マージンはシンガポールに比べて少ないが、主
要な輸出経路であるシンガポール・ブルネイ間の航空輸
送コストが高い。空輸品の小売価格は高くなりがち。

輸入規制の運用が現地担当官の判断に左右される
傾向があるため、担当部局にパイプを有するインポーターを活用
することが有効。一例として、ある現地インポーター（農業産品、
食料品卸）は、輸入代理店機能と傘下の小売店での販売も
手掛け、輸入品に必要な商品登録番号(ML番号）取得の代

理申請も引き受けている。
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【市場の特性】
・ バンコクは所得も高く、食品への支出を中心に消費
意欲が強い。
・ 日本食品の輸入はASEAN地域で最大。日本食
ブームなどから、日本食品フェアも頻繁に開催。
・ 親日的で訪問客も急増。富裕層中心に本物の味
を求めるニーズもある。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食は米（長粒種）。唐辛子や香草、ナンプラーを
使うスパイシーな料理が多い。野菜を生で食べる習慣
あり。甘み、辛味、酸味などはっきりした味が好まれ、
薄味、塩辛い物は好まれない。
・ SNS等で口コミ情報が伝わりやすい。

【商流・商習慣】
・ 中華系を中心に、旧正月やクリスマスにバスケット等
でギフトを贈る習慣。
・ 輸入にはライセンスが必要。タイに現地法人がある企
業のみ可能。

タイ

【市場の特性】
・ 人口が毎年100万人程度増加。
・ 一般的に日本産品への信頼性は高いが、理解や認
知はまだ低い。
・ 日本より早く進出した韓国企業の食品と競合すると
ともに、ベトナム企業等による類似食品も流通。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ ハノイ（北部）、ホーチミン（南部）で嗜好が異な
る（北部：薄味で塩や醤油ベースのあっさりした味、
中部：唐辛子を使用した辛い味、南部：カレーやス
パイスを多用し、砂糖を使用した甘く濃い味。）
・ 麺類、鍋料理が多く、だし・うまみを重視（ただし、
「わかめ」「かつおぶし」等は慣れるまで敬遠されが
ち。）魚醤、味噌、香草なども多く使われる。

【商流・商習慣】
・ 全国にもれなく販売網を持つ地場企業は少なく、南
北でそれぞれパートナーを探す必要がある。
・ コールドチェーンには課題があり、温度管理が徹底さ
れないケースも見られるが、日系の冷凍倉庫や保冷ト
ラックもある。

ベトナム

2022年には人口１億人を突破する見通。
安定した経済発展を遂げるベトナムに対して、進出を
狙う企業は増加。一方、法体系の複雑さや通関で
のトラブルなどから、苦戦している企業もある状況。
そのような中、現地企業と協力してローカライズを図る、
地道にパパママショップ（家族経営の小規模店舗）
に売り込むなどにより、定着した日本食材もあるので、

長期的な視点に立った
輸出を図ることが重要。

他の東南アジア諸国に比べ、日系企業の進出
が既に大きく進んでおり、独自に商談会・メニュー
提案会等を開催する日系卸業者も存在。
日本産農林水産物・食品を仕入れる固定商
流を持つ現地系バイヤーは日系バイヤーに比し
て未だ少ないため、今後は現地系バイヤー向け

の売込みがカギとなる見込み。
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【市場の特性】
・ 2011年の民政移管後、急速に市場開放を進め、
日本を含む外資企業の進出が急増。
・ 収入増により、徐々に日本食が受け入れられ初めて
いるが、日本食や日本食材の普及はまだ不十分。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食はコメ。一人当たりの年間コメ消費量は日本の
５倍相当の250㎏。
・ 年配層では牛を食さない人も多いが、若年層・富裕
層を中心に牛肉消費も広がる。
・ 水産物をよく食べるが川魚、エビ、カニ類が中心。生
ものは基本的に食さない。

【商流・商習慣】
・ 物流にも課題が多く、コールドチェーンも未整備。冷
凍・冷蔵倉庫を保有している企業も非常に少ない。
・ 日本食材の多くがシンガポールやタイからの輸入品。
和牛や鮮魚などは、ハンドキャリー品も多い。

ミャンマー

【市場の特性】
・ 人口が1億人を突破し、ASEAN２位の人口規模。
若年層に厚みがあるため、今後も成長が見込まれる
市場。経済発展が著しいが、貧富の差も大きい。
・ 日本産品の良さが理解され始めており、大手スー
パーマーケットなどは日本産品の輸入を増やしたい意
向も見られるが、タイなどで現地生産され輸出された
日本メーカーの食品も存在。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ コメが主食。コメに合う煮物や炒め物等の料理が食
卓の中心で、味付けは基本的に濃い物が好まれる。
薬味として酸味、辛味を利用する場合が多い。
・ 食費への支出は多い。

【商流・商習慣】
・ コールドチェーンや物流インフラが整備されつつあるが
地場運送会社に保冷品を取扱う人材が少ないことな
どオペレーションも課題。
・ 中高級スーパーには日本食材（加工食品中心）
を取り揃えた棚が存在するが、棚賃料を支払う委託
販売形式をとっている。

フィリピン

生鮮品については、ギフト用途にも使える
高品質なものが有望。加工食品については、小売価格
が150ペソ（約300円）を下回る低価格のものが有望。
日系百貨店もマニラに商業施設（食品売場を含む）

を展開予定。

日本酒や牛肉の輸入が認められるなど，日本食
の普及に向けた動きはあるが，マーケットの規模と
してはまだまだ。検疫でのトラブル等も多い状況。
新会社法により，外資企業への規制が緩和される

予定であり，チャンスは拡大する方向。
中長期的なプランに基づいて事業を行うことが大事。
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【市場の特性】
・ 13億の人口を有す成長市場。日本食の認知度は
まだまだ低く、日本産食材・食品の販売ルートは少な
いが、中流層以上が増加しニーズは徐々に拡大。
・ 健康食への関心が高い。緑茶などについてはヘル
シーなイメージは持たれているが、その効果などがまだ
理解されていない状況。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 宗教的背景やその信仰度合い、地域などにより多様
な食文化・食習慣が混在。
・ レストランメニューには食品には必ず「ベジ」「ノンベジ」
（ベジタリアン向けか否か）を表示し、明確に区分。
・ 一般的にスパイスの効いた濃い味を好む。

【商流・商習慣】
・ インド側の輸入手続きの不確実性、食品安全基準
局の検査の質・精度の未熟さ、輸入食品の成分等
表示の英訳をシールで行うことが制度上認められない
ことなどから日本からインドへの食品輸出は、ハードル
が非常に高い。

インド

１千万人規模の大都市が複数存在し、
中間層も増加傾向。高血圧、肥満等の社会

問題も顕在化してきており、
「旨みで塩分や油を控えめにできる」といった
日本食の特長を浸透させるような切り口も

試していきたいところ。

【市場の特性】
・ （オーストラリア）
国民の所得・生活・物価水準が高く、購買意欲が非
常に高い。ハイエンドマーケットとして一定の日本産品
の需要。
・ （ニュージーランド）
市場は小さい。酪農。畜産業を中心とした農業国で、
国内農産物の競争力が高い。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ イギリスの影響を受けた食文化だが、原住民から受
け継いだ独自の食文化も。アジア系等の移民が増え、
食は多様化。日本食＝ヘルシーとの認識が浸透しつ
つある。

【商流・商習慣】
・ （オーストラリア）
日本産品の販路は、アジア食料品店、日本食レスト
ランが中心。日系輸入業者のほか、日本食材を含め
アジア食材の流通は中国政府系企業の子会社（オ
リエンタル・マーチャント）などが強い。

大洋州

大洋州（豪州・NZ）は国際的にも検疫制度が厳しく、
生鮮品等の日本産品の市場参入のハードルは高い。他方、
テイクアウト店やフードコートでラーメン・どんぶり・カレー・とんか
つ等のメニューを取り扱う店舗が増え、白人層にもポピュラー
なメニューとして浸透しつつある。これらのメニューの拡がりから、
日本の独自性が発揮できるソース混合調味料の輸出が伸
張傾向。また大洋州は、物価水準が高いため、日本から輸
出しても現地価格での浸透が可能であるとの印象。
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【市場の特性】
・ 多くの移民を受け入れており、人口の約２割は移民
一世。
・ 日本食レストランは人気が高く、バンクーバーでは、
中華レストランを凌ぐ店舗数。日本産品は直接輸入
に加え、アメリカ経由での輸入も見られる。
・ アメリカ産の日本酒や飲料、酢、醤油なども販売。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 多文化主義を採っており、食も多様。主菜、副菜の
概念はない。
・ 富裕層を中心とした健康志向の高まりにより、オーガ
ニック食品の需要。アレルゲンを使用しない食品（グ
ルテン・フリー等）も一般的。

【商流・商習慣】
・ 北米に進出する日系大手は、地域毎に担当を配置
し、現地ディストリビューターと取引。大手スーパーは日
本企業との直接取引を模索。
・ 酒類は各州で専売制や管理体制を敷いており、日
本酒普及の制限要素に。

カナダ

【市場の特性】
・ 世界最大の食品市場で、高い購買力を有す。
・ 東西海岸の大都市を中心に日本食が浸透。
・ 日本から輸出する日本産品は、中国などアジア産の
安価な食品とも競合。
・ 日本からの距離が遠く輸送コストが高いため、品質で
差別化が必要。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 様々な人種・民族で構成されており、大都市では各
国の移民が持ち込んだ食文化や外国料理店が存在。
食生活は多様。
・ 健康志向の高まり等により、牛肉消費が減少。鶏類
は増加し、豚肉消費は横ばい。

【商流・商習慣】
・ 東西海岸では、日系商社により流通網が整備。日
系小売店や日本食レストランへの物流上の大きな障
壁はない。
・ 2011年4月に食品安全強化法が施行。細部を定
める個別規則が制定、適用。
・ 生鮮食品を除く小売向け食品は、十分な消費期
限・賞味期限が要求される。

アメリカ

我が国第２位の輸出先国。食品安全強化法への対応
などクリアするべき規制は多々あるものの、中高所得層向
けスーパーマーケットなど日本産食材にもチャンスはあるの
で、チャレンジする価値は大きい。地域・都市によって異な

る市場動向をよく見極めて取り組むことが重要。

人口の大半は特定の州・都市に集中しており、輸
出にあたってはターゲットの明確化が必要。アジア・
中国系移民の多い太平洋側（バンクーバー等）
は日本食品も多く流通。既存の流通に関する課
題はあるが、さらなる日本酒の販路拡大や日本食
レストラン向けの輸出拡大の可能性はある。
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【市場の特性】
・ 日本産品を取扱う輸入業者が少ない。業者やレス
トラン関係者の日本食の知識が不足。一般消費者に
も、本物の日本食がまだ理解されていない。
・ 日本食材として、北米産や安価な中国産、韓国産
の物も販売されている。
・ 日系人が、日本食の普及に重要な役割を果たして
いる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・（ブラジル）牛肉と鶏肉の消費が多い。濃い味付け
が好まれ、塩分は強く、菓子類はとても甘い。（チリ）
肉食が中心。食には保守的。高所得者層では健康
意識が高い。貧困層は炭水化物に偏る傾向。

【商流・商習慣】
・ 治安、物流インフラの未整備、税制・税務手続きの
煩雑さ等事業展開には様々な課題有。
・ 輸送コストもかかり、日本産品は高額にならざるを得
ない。高額の理由、味や機能、素材など様々な観点
から説明が不可欠。食べ方やレシピなどの提案も重要。

中南米

【市場の特性】
・ 日本食への関心は高いが、食材が日本産かどうかの
こだわりは少ない。中国、韓国、タイ等他国産の日本
食材も多く販売されている。
・ 日本産品の販売は高級スーパーのみ、数量も少な
く、日本の小売価格の３～４倍で売られている。
・ 昨今、ルーブルの暴落や景気低迷の影響で、外食を
含む消費が減少。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 辛い物、酸味の強い物は好まない。味付けはシンプ
ルで、塩・こしょうを基本とし、ハーブを用いる。
・ 内食率が高い、食は一般的に保守的だが、好みに
合致するものは積極的に受け入れる。
・ 酒類、茶の消費量大きい。健康意識は高い。

【商流・商習慣】
・ 日本食品の輸入業者は少なく、小規模企業が殆ど。
・ ロシア国内での流通には国家規格に適合する認証
取得とラベル貼付が必要。
・ 欧州経由での船輸送には約2ヶ月を要するため、長
期の賞味期限が必須。

ロシアはあらゆる分野で日本を称賛。
菓子、調味料、インスタント食品の種類が少なく、

輸出へのチャンス。レシピ付き食材の配送サービスが拡大
しており、このシステムを利用。また、健康意識が高く乳酸
飲料（ケフィア等）をよく飲む。健康食市場（オーガニッ
ク食品、機能性食品、ダイエット食品）は年々拡大。保

存料、添加物に否定的。家庭料理を好み、
多種多様なスープを毎日食べる。
（ラーメンも麺は具材の一つ）

ロシア

主に先住民インディオ、アフリカはじめ世界各国からの移
民など様々な文化が融合した食文化が保守的に展開さ
れており、日本食・食文化への興味・関心はまだまだ低い。
商流・商習慣等の壁が高く、現在、輸出されているのは、
現地の商品と競合しない調味料、菓子等の加工食品。
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【市場の特性】
（ドイツ）
・ 日本食は「健康的でクール」というイメージが強く、人
気。健康志向が高く、アメリカに次ぐ世界第二位の
オーガニック市場。（EUの有機認証と日本の有機
JAS認証は同等性が認められている。）
（イギリス）
・ 日本食はヘルシーなイメージが定着。ただし、ロンドン
以外の地方では、日本食の普及度はまだ低い。
（フランス）
・ 高級品市場で、日本産の品質は一定の信頼感を
得ている。
・ パリのシェフは、良い食材を常に探しており、新しい日
本食品が受け入れられる土壌あり。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
（ドイツ）
・ 主食はパン。食に対しては保守的で、外食率も低い。
・ オーガニック食品(BIO)、ラクターゼ不使用、純菜食
主義者向け製品等も人気。
（イギリス）
・ 主食はジャガイモやパン。ビールやスナック類が好まれ、
肥満率は欧州一。
・ 健康や食の安全性への関心は高く、オーガニック市
場も拡大。
（フランス）
・ パンが主食。食に保守的で、一般的に家庭料理は
質素。外食は少ない。
・ 現地で食されていない食品の輸出には粘り強い普及
活動が必要。一度定着すれば、長く愛されることが期
待できる国民性である。

【商流・商習慣】
（ドイツ）
・ 現地系マーケットでも日本食材の取扱量は少なく、
EU域内生産品や有機食品にほぼ限られる。
・ 大手小売業者に新規取扱を依頼する場合、リスティ
ング・フィー（棚代）を請求される可能性あり。
（イギリス）
・ 日本食レストランの大半は非日系だが、日本食材の
多くは日系流通業者（日系卸売）により供給されて
いる。
（フランス）
・ 価格に非常に敏感。マスマーケットで売るには価格
競争力が必要。
・ 輸入業者からは、「賞味期限の短さ」が課題として挙
げられる。特に船便輸送の場合、約3ヶ月の輸送期
間を要し、賞味期限は1年以上が望ましい。

EU

一言でＥＵと言っても、
国・地域毎に食の好み、文化・習慣は多様。
また、規制も日本と異なる部分が多く、日本で

使えてもＥＵでは使えない原材料、添加物もあり、
原料調達先まで遡って確認が必要な場合もある。
前もって情報収集を行うことが重要ですので、

農林水産省やＪＥＴＲＯにお問い合わせください。
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【市場の特性】
・ 産油国を中心に一人当たりGDPが高く、購買力旺
盛。高級品需要も大。
・ UAEは空路海路のハブとして機能。富裕層が集まり
食のトレンド発信地に。
・ 親日的な国が多く、日本への関心は高い。日本食
品は、現地企業、レストラン関係者などから、品質、
味など全体的に高い評価。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食はパンに加えコメも食べる。
・ 味は濃い、甘い、油っぽいものを好む傾向がある。
・ 保守的で新しい物に手を出しにくい傾向があり、日
本産品は食べ方の紹介が必要。

【商流・商習慣】
・ イスラム教を国教とする地域。食肉をはじめ宗教上
の要件を満たす必要あり。
・ ハラール対応が基本的に必要。政府が管理し、ハ
ラールマークの有無に関わらず、市場の食品はハラー
ル。サウジアラビアなどはアルコール類が厳禁。

中東

アラブ人向けには、①パッケージを工夫して
商品ブランド名のアピールが効果的であり、
②アラビア語の食品表示は必須。③大家族
向けに大容量なものが好まれる傾向があり、

④有機食品も人気が高い。

【市場の特性】
・ 経済や社会基盤の脆弱な国や統治・治安に不安を
抱える国が多い。
・ 日本食の普及は未知数だが、経済成長に伴い一定
数の富裕層が生まれ需要が今後拡大していくと思わ
れる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ パン、コメ、魚、羊、鶏、七面鳥などをよく食す。
・ 食に対しては非常に保守的で新しい物にチャレンジし
ない傾向。
・ アルコールについては、一部のレストラン等では提供が
あり、リカーショップもあるが、イスラム教徒が大宗を占め
るため、消費は限られる。

【商流・商習慣】
・ アフリカとの取引は、各種リスク（治安、経済、その
他）を伴い、新規参入が難しい。
・ 市場規模の大宗を占めるBOP層に特化したターゲッ
トとすることや、既に現地に食い込んだ企業との共同で
売り込みを行うことで進出する企業もある。

アフリカ（エジプト）

距離の遠さなどにより、輸出は困難さが増す。
加工食品や水産物など比較的単価が安い商品で
現地ニーズをピンポイントで探す必要がある。
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・ 現時点における素のままの輸出対応力を推し測るメルクマールとしては、「過去に輸出した実績が
あるか」、 「外国語に対応できる人材はいるか」、「必要な規格・認証を取得できているか」（前章
参照・割愛）、「輸出余力があるか」、「海外ビジネスに特有のリスクの見極め」等です。
これらを踏まえた上で、自分の強みや弱みを把握し、輸出プランを練っていくことがとても重要です。
まずは、①現在の輸出対応力について解説します。

Memo

しっかりと「自分を知る」ことにより、
背伸びした輸出プランになっていないか

見直すことができます。

定量的な指標にて、平均値等と比較することによって、客観的に自社の強みや
弱みを分析することができます。

過去取組の振り返り

 過去において、輸出実績があるかどうかを確認しましょう。輸出実
績がある場合、基本的に輸出に向けた手続き等の大きな流れは、
輸出先国が変わっても同じですので、一から始めるより、前例を踏
襲して輸出に取り組む方が失敗が少ないでしょう。

 また、見本市や商談会に参加された実績がある場合は、その際に
作成した商品情報や企業情報を見返し、アップデートして整理し
直し、SWOT分析により、自社の強みや弱みを分析・整理してみ
ましょう。

外国語対応人材の有無

海外ビジネスに特有のリスクの見極め

分析方法の例（SWOT分析）

２ 自社の状況把握

○ 輸出をする際には、“輸出先国の事情把握”で触れた「相手を知る」ことのほかに、「自分を知る」
ことも大切です。 “輸出先国の事情把握”において、ターゲットとする国の規制環境や食文化・
ニーズを把握した次の段階として、そのハードルを越えることが可能であるか否か、自社の能力と
照らし合わせる必要があります。

○ 自社の輸出対応力には、①現時点の素のままの対応力のほか、②国内向けの経営資源を海
外にシフトすること等によって生み出される潜在的な対応力があり、短期～中、長期の輸出戦略
を検討する上で２つの対応力をそれぞれ認識・評価しておく必要があります。

輸出成功のためのカギ

ステップ１ マーケティング

3

①過去取組の振り返り

輸出余力の有無

（１）現在の輸出対応力について
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～ SWOT分析表の作成・整理 ～

Action １

Action  ２

SWOT分析活用について
輸出プラン策定に向けた具体的なSWOT分析活用方法（簡略版）を示しますので、参考にしてみ
て下さい。 （下記企業は実在せず、架空の企業です）
＜企業概要＞
株式会社○×は、創業50年の主に食肉流通事業に従事している企業。多角化戦略として展開して
いる乳製品事業は、直近5年赤字が続いている。食肉事業に関して、飼育から加工・流通・販売まで
の一貫体制を保有しており、創業50年で培った販売網を生かし、全国に客先をもつ。一方で、人口減
少と少子高齢化による国内マーケットの縮小に直面。また、中価格帯の主力商品が海外産の模倣品
等にコスト面で敗れシェアを奪われたことにより、売上高は減少傾向にある。そのため海外に視野を向け、
将来的に海外展開することが昨年の経営会議で決定した。それに伴い、海外事業部が新設。同社に
輸出経験・貿易実務等のノウハウも無く、国際的な見本市への出展経験も無い。しかしながら、英語・
中国語等の外国語に不自由しない人材が数名在籍。競合他社の△□株式会社は、３年前より海外
進出を果たしており、遅れをとっている認識あり。

～ 輸出プランの策定 ～
Action 1 でSWOT分析した結果をみると、プラス要因として、会社として輸出に向けた取組に対しての機運が高く、外国
語のスキルを持っている人材が確保されており、また外的要因により牛肉において、輸出に向けた“モメンタム”があるといえま
す。マイナス要因としては、輸出関連の経験が乏しく、競合他社に海外進出の先を越されていることでしょう。よって、まず
△□株式会社の輸出（海外）事業の調査から実施。…すると…△□株式会社の輸出における主力商品は、中価格帯
の牛肉であることが判明。また、 ＊＊国は、高価格帯の和牛商品であれば消費者ニーズが高いことがわかり、△□株式会
社も新規参入となるため、他国に比べて参入余地あり。また、国内客先であるAグループ系の＊＊国現地外食大手とのパ
イプ構築が可能であるため、同社の日本産和牛商品にてシェアをとることができると判断。
＜輸出プラン＞ ＊＊国 Aグループ系外食向けに 「高級価格帯の和牛」 を輸出検討。

内
部
環
境

プラス要因 マイナス要因

強み＜S＞
・ 食肉流通事業に50年従事。
・ 飼育から加工・流通・販売までの一貫体制を保有。
・ 全国に販売網・客先を保有。
・ 経営方針として海外展開に注力。
・ 外国語対応人材が在籍。

弱み＜W＞
・ 直近5年において、乳製品事業が不振。
・ 輸出経験・貿易実務等のノウハウ無し。
・ 国際的な見本市への参加経験無し。
・ 売上高は減少傾向にあり。

機会＜O＞
・ 世界的な食料需要は増大。
・ 牛肉の相場は上昇。
・ 日本産ブランド（和牛）の海外ニーズが高まって

いる。
・ ＊＊国にて、輸入規制が撤廃。牛肉市場が解禁。

脅威＜T＞
・ 人口減少と少子高齢化による国内市場の縮小。
・ 主力商品が海外産競合（模倣品）にシェアを奪

われている。
・ 競合の△□株式会社は既に、海外進出済にて、

遅れをとっている。

外
部
環
境

コラム

 株式会社○×の企業概要をもとに、それぞれSWOTに分類し、整理を行う。また、社内でコンセンサス
（共通認識）を得ることが今後の取組において大切になります。
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見本市・商談会の段階において、必ずしも通訳者が専門的な商品知識を有してないた
め、交渉が円滑に進まないこともあります。このため、事前に打合せをするなどして、商談
時に必要となる最低限の知識を習得してもらうと良いでしょう。

Memo

 国内向けのビジネスでは、外国語を使用する機会が少なく、外国語のスキルはあまり必要なかったと思い
ますが、海外へ輸出する場合、例えば相手先国のバイヤーが英語圏であれば、輸出する商品の紹介や
価格交渉等のコミュニケーションをとる際には、英語でのやりとりが必要不可欠です。

 また、成約に結びつけるためには、好機を逸しないためにスピード感を持って、相手の要求を理解すると同
時に、こちらの要求を正確に伝え、納得させることが大切です。つまり、相手国に合わせた言語力やコミュ
ニケーション能力を備えた“外国語対応人材”の確保が必要になります。

 具体的には、国際的な見本市や商談会での海外バイヤーとの
商談、その後の成約に向けたフォローアップ等で必要となります。
基本的に国際的なビジネスにおける公用語である英語のスキルは
必須です。加えて、契約書の草案作成等については、法律に関
する専門的な知識が必要になりますので、専門家に任せることを
お薦めします。このため、外国語に対応する人材は、①見本市・
商談会②継続交渉・フォローアップ③契約締結（専門家）の
３段階毎に対応する人材の確保が必要となります。

 外国語対応人材の確保方法について、多くの場合は、見本市や商談会に同行する通訳を雇い、海外
バイヤーとの交渉等に同席してもらいます。その後の継続交渉・フォローアップに関しては、自社において対
応する企業もありますが、レスポンスが重視される場合もありますので、タイムリーな対応が求められます。
このため、自社で対応力のある人材を従業員として確保することが、中長期的には最も望ましいです。

海外との契約は、基本的に
契約書に双方の代表者がサインをすること
で締結します。契約内容に応じて独特の言
い回しや、定型句などがあるため、当該国に
おける法律等に詳しい専門家のアドバイスを

受けることをお薦めします。

②外国語対応人材の有無

コラム

外国語対応パンフレット、企画書の作成サポートについて
販路開拓やブランディング等相談内容に応じて、6次産業化サポートセンター（都道府県サポートセンター、中央
サポートセンター）から専門家（6次産業化プランナー）を無料で派遣します。
中央サポートセンターでは書類の外国語への翻訳のお手伝いも致します。

③輸出余力の有無
 輸出に際して、工場の新設や認証取得、商品開発、人件費等、様々な“資金”が必要となります。
 「モノが届かない」などの物流リスクや「入出金がされていない」などの決済リスク等、様々な貿易リスクに常にさらさ

れています。そのリスクに対応できるような体制を整備しおくために、専門的な部隊（輸出部門）等を社内につくっ
ている企業がほとんどです。ゆえに“人材”確保が必要となります。

 海外バイヤーの中には、大ロット（大口成約）を求める企業もあり、それに耐えうる供給体制を敷く等、
“モノ”の面での対応余力が求められます。

 つまり、資源として「お金（資金）」、「ヒト（人材）」、「モノ（商品）」での余力が輸出に取り組む上
では必要となります。

輸出取引に挑戦することによって、自社の経営を圧迫してしまっては、元も子もあ
りませんので、経営資源としてのバランス（売上全体の10％程輸出に回すと国
内価格も安定するなど、リスクヘッジの観点からも経営にプラスと言われる。）を
考慮した輸出プランを策定するよう心がけましょう。

Memo
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～現地商慣習への対応事例～
＜包装の工夫で賞味期限延長＞
加工食品について、3カ月ルール（賞味

期限の3カ月前までが販売期間）を商慣

習としている当該国に対して、賞味期限6

カ月である商品の場合、輸送期間に2カ

月程度要すると、実質の販売期間は１カ

月となってしまう課題があった。

⇒ 製造事業者Aは、遮光性、気密性に

優れた包装に改良し、賞味期限を６カ月

から１年に延長することに成功。その後、

現地における販売量拡大に繋がった。

・ 前項までの「輸出先国の事情把握①輸入規制環境②食文化・ニーズ」、「自社の状況把握①現在の輸
出対応力」では、輸出にあたって海外の規制・ニーズや自社の対応能力を把握して、「何」を「どこの国」の
「誰」に対して輸出するかのプラン（戦略）を策定することの大切さについて解説してまいりました。
・ いわば、これまでのところでは、“自社の努力では打開が難しい環境に対応していく”部分について解説し
ていたのに対し、ここでは、“自社の潜在的な輸出対応能力の範囲内で努力をすること” により打開をする
ことが可能な部分についていくつかの事例で確認します。
・ 具体的には、広義の意味での「商品開発」です。海外市場で生き抜くためには、自分達が売りたい商品を
そのまま売るのでは無く（マーケットインの考え方で）、自らの商品の形や製造工場を輸出先国のマーケット
に合わせて変革し、輸出先国の食文化やニーズに対応していくといった努力をしなければ、可能性は広がりま
せん。ケーススタディとして具体的な事例をもとに解説します。

事例１ 事例２ 事例３
～現地ニーズへの対応事例～
＜ラベル変更によるニーズ対応＞
製造事業者Bは、海外の人々が集まる

場にて、試飲コーナーを設置し、同社商品

に関して味やアルコール度数において高評

価を得た。しかしながら、現地ディストリ

ビューターや有識者からは、ラベルに難があ

り受け入れられないとの意見があった。

⇒ 同社は、アドバイスを参考に、よりファッ

ショナブルで当該国の感度が高い顧客層

に受けそうなデザインに改善。現地ディスト

リビューターとの成約が決まった。

～認証取得への対応事例～
＜製造工場における認証取得＞
製造事業者Cは、当該国での同社商品

のニーズが高いことを把握。しかしながら、当

該国客先において、認証取得をされていな

い工場との取引はできないことが判明。品質

を維持したまま製造段階における衛生管理

を徹底する必要があった。

⇒ このため同社は、工場の新設を機に、

氷温技術を導入するとともに、品質・衛生

管理についてHACCPを導入。

FSSC22000を取得し、販売に繋がった。

Memo 日本貿易保険：ＮＥＸＩ（2017年4月から政府100％出資の株式会社）
詳しくはホームページをご参照下さい。 ⇒ （http://www.nexi.go.jp/）

 海外ビジネスは、企業を成長させる大きなチャンスですが、国内の取引と比べて注意しなくてはいけないことがたくさ
んあります。海外ビジネスのリスクのうち、戦争や災害といった取引国の政治・経済の情勢による非常危険と、取引
先の倒産・不払いといった信用危険を貿易保険を利用することにより、カバーすることができます。
① 取引先国のリスク（カントリーリスク・非常危険）は、戦争や災害といった取引先の国の政治・経済の情勢な
どによる、契約当事者の責任ではない不可抗力的なリスク。

② 取引先のリスク（信用危険）は、取引先の倒産・不払いといった、契約の相手方の責めに帰せられるリスク。
 これらの事情発生により、輸出契約に基づき貨物を製造したが、船積できなくなったことにより被った損失や、船積

後に貨物代金、役務対価などが回収できなくなったことによる損失を貿易保険でカバーすることができます。取引
先国や取引相手の状況等から、リスクを見極めて、ヘッジの方策を検討する必要があります。

④海外ビジネスに特有のリスクの見極め

コラム
近年、増えている円貨決済について
近年では、国内取引と同様に円貨決済ができる地域商社や日本に支店・支社を持つ海外バイヤー等の活躍す
る機会が増えています。円貨決済で完結することにより、為替リスクや代金回収リスクを低減することができます。

（２）潜在的な輸出対応力について

http://www.nexi.go.jp/
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輸出成功に向けたチェックリスト
～マーケティング編～

（１）自社の商品は、輸出を検討している国の輸入規制環境下において、
下記３項目ともクリアしており、輸出できることが確認済である。

①放射性物質規制
②検疫
③認証、規格

YES NO

（NOと回答された方は、P13ページへ）

（２）自社の商品は、輸出を検討している国の食文化・ニーズにおいて、
親和性や今後の販売・流通可能性が高いことを確認済である。

YES NO

（NOと回答された方は、P25ページへ）

（３）自社について、現在の輸出対応能力を下記３項目とも把握している。

①過去の輸出実績や見本市・商談会への参加実績
②外国語対応人材の有無
③海外ビジネスに特有のリスクの見極め

YES        NO

（NOと回答された方は、P37ページへ）

（４）自社について、潜在的な輸出対応力や強み・弱みを把握している。

YES NO

（NOと回答された方は、P38ページへ）

（５）輸出先国マーケット事情と自社の状況を把握し、輸出プランが策定できる。

YES NO

（NOと回答された方は、P37ページへ）


